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１．特になし

３．交付申請書の様式記入や変更申請等の
    手続が煩雑

５．その他

２．国の補助金が別であるため庁内の調整・
    手続が煩雑

４．支出・精算事務が両事業別々のため事務
    が繁雑

◆ 「放課後子どもプラン」の実施に当たっての事務手続き上の課題については、「特になし」と回答した自治体が５６％、「国の補助

金が別であるため庁内の調整・手続が煩雑」が１６％、「交付申請書の様式記入や変更申請等の手続が煩雑」が１０％となって

いる。

◆ なお、「その他」の主な内容は、「現段階では課題が無い又は分からない」（４５件）、「事業所管課が違うため、事務手続や調整

が煩雑」（３０件）、「両事業の調整が煩雑」（２３件）などである。

放課後子どもプランの実施状況について

【調査概要】

○ 「放課後子どもプラン」の実施状況や実施に当たっての課題等について把握するため、文部科学省と厚生労働省が合

同で都道府県（47）、指定都市・中核市（52）、市区町村（1,767）に調査を実施。［平成１９年１２月１日現在］

主な結果は以下のとおり。

※ 「３．未実施小学校区の状況」及び「４．事業計画の策定状況」については、指定都市・中核市、市区町村のみが回答

※ 「４．事業計画の策定状況」の有無の問いを除き、複数回答可。

１．「放課後子どもプラン」の事務手続き上の課題について

回答自治体数：１，８６６件
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◆ 「放課後子どもプラン」の事業実施に当たっての課題については、「現行どおりで良い」が３５％、「両事業の一本化が必要」が２

７％、 「両事業の補助要件の緩和が必要」が２３％となっている。

◆ なお、「両事業の一本化が必要」とした主な理由は、「事務の効率化が図れる（所管課間の連携が煩雑）」（９７件）、「対象児童

の年齢が同じため」（５３件）、「両事業の調整が容易・事業を効率的に実施できる」（４９件）などである。

◆ 「両事業の補助要件の緩和が必要」の具体的な内容について、主なものは次のとおり。

○ 放課後子ども教室・・・「補助額の増額が必要」（５３件）、「開設日数や開設時間要件の緩和」（４１件）、「補助対象経費

や補助対象の拡大」（３１件）

○ 放課後児童クラブ・・・「開設日数や開設時間要件の緩和」（１１１件）、「小規模クラブへの補助」（４４件）、「大規模クラ

ブへの補助の継続」（２６件）

◆ また、「その他」の主な内容は、「人材や実施場所の確保が困難」（８２件）、「両事業の連携・調整が困難」（７１件）、「両事業を

一本化する必要はない」（５４件）などである。

２．「放課後子どもプラン」の実施上の課題について

27%
（501件）

23%
（421件）

27%
（499件）

35%
（647件）
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１．現行どおりで良い

３．両事業の補助要件の緩和が必要

４．その他

２．両事業の一本化が必要

回答自治体数：１，８６６件
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（１） 放課後子ども教室を実施していない理由
◆ 放課後子ども教室を実施していない小学校区における未実施の理由については、 「指導員等の人材確保が困難」が６４％、

「実施場所の確保が困難」が４７％、「予算の確保が困難」が４１％となっている。

◆ なお、「その他」の主な内容は、「類似事業が市町村独自で行っているため」（６０件）、「検討中・ニーズの把握が必要」（３０件）、

「ニーズが少ない」（２３件）などである。
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4%（65件）

7%（113件）

11%（168件）

17%（271件）
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41%（648件）

47%（745件）

64%
（1,019件）
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８．地域・家庭で子どもを預かる施策が他にある

12．その他

９．地域の理解を得られていない

７．ニーズがない

６．両事業の調整・理解に時間が必要

５．次年度以降の実施に向け検討中

４．文科省の補助金が継続されるか不安

３．予算の確保が困難

２．実施場所の確保が困難

１．指導員等の人材確保が困難

10．補助金の受給の要件が高い

11．補助金受給の要件に対応する時間がなかった

３．未実施小学校区の状況について

回答自治体数：１，５３８件
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18%（230件）

4%（48件）

10%（127件）

13%（168件）

15%（190件）

20%（246件）

30%（372件）

33%（413件）

36%（449件）

37%（468件）
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８．両事業の調整・理解に時間が必要

10．その他

９．地域の理解を得られていない

７．地域・家庭で子どもを見守る・預かる施策が他にある

６．補助金の受給の要件が高い

５．次年度以降の実施に向け検討中

４．予算の確保が困難

３．指導員等の人材確保が困難

２．実施場所の確保が困難

１．ニーズがない

（２） 放課後児童クラブを実施していない理由
◆ 放課後児童クラブを実施していない小学校区における未実施の理由については、「ニーズが無い」が３７％、「実施場所の確保

が困難」が３６％、「指導員等の人材確保が困難」が３３％となっている。

◆ なお、「その他」の主な内容は、「１クラブで複数の小学校区を受け持っている」（５６件）、「児童数が少ない」（４６件）、「代替施

設・事業がある」（３２件）などである。

回答自治体数：１，１４７件
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◆ 事業計画については、「策定している」が９％、「策定していない」が９１％となっている。

◆ また、「策定していない」理由については、「現在、検討中」が３３％、「後年度までの計画を立てるまでに至らない」が２９％、

「補助申請上、必須事項でないため」が２１％となっている。

◆ なお、「その他」の主な内容は、「他の事業計画で代用」（３５件）、「一方の事業のみ実施のため」（２７件）、「必要性を感じな

い」（２５件）などである。

２：策定していない
91%（1,649件）

１：策定している
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21%（341件）
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33% （550件）
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１．現在策定に向け検討しているところ

３．補助申請上、必須事項でないため

５．その他

２．後年度までの計画を立てるに至らない

４．既に放課後対策のための計画がある

４．「放課後子どもプラン」事業計画の策定状況

回答自治体数：１，６４９件

回答自治体数：１，８１９件
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